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What’sNEW

「スマホdeリレー®」の
フィールド実証実験を
産学連携で実施
　東北大学電気通信研究機構の加藤・西山研究室と、仙台
放送、ＮＴＴドコモ、構造計画研究所は共同で、統合型アドホッ
ク通信技術である「スマホ deリレー」を利用したメッセージン
グ機能のサービス性や実用性評価のためのフィールド実証実
験を、平成２９年６月１２日仙台市市民防災の日から７月３１日ま
で 実 施しました。スマホ deリレーの 詳 細は、YouTube

（https://youtu.be/sEWXYXwa4Og）を御覧ください。実
証実験に向け、スマホ deリレーを仙台放送ニュースアプリに
試験的に組み込み、メッセージング機能として「友人とのメッ
セージ送受信」「複数ユーザーによるグループメッセージ」及び

「Ｇｏｏｇｌｅパーソンファインダーを利用した安否情報の登録と
確認」を開発しました。
　実証実験では、仙台放送ニュースアプリをスマホにダウン
ロードし、上記のメッセージング機能をユーザーに体験してもら
い、アンケートによる評価を行いました。また、より多くの人に
体験して貰うため、仙台市内のクリスロード商店街で、仙台放
送の情報バラエティ番組「仙臺いろは増刊号」とコラボレーショ
ンした防災・減災の謎解きイベントも開催しました。謎解きイベ

ントでは、商店街各所に散りばめられた謎を解いて出てきた答
えを、メッセージング機能を利用してスマホからイベント端末に
送信し、正しい答えを送信することで、イベント端末から次の謎
を解くためのキーワードがスマホに送信される仕組みとなってい
ます。防災・減災に関連した答えやキーワードを使用することで、
参加者の防災・減災に対する意識向上も図りました。
　今回の実証実験には、イベント参加、自宅での機能利用を含
め、約４００人が参加し、そのうち、約１７０人からアンケートの
回答を頂きました。アンケートでは、イベント参加者の７５％から

「防災・減災の意識が高まった」との回答を得ました。また、８８％
が「既存の通信回線が利用できない状況でもメッセージを送る
ことができるスマホ deリレーは必要」と回答されました。参加
者からは「タイムラグがあっても通信回線が使えない状況で連
絡が取り合えるのはありがたいし、それだけで安心できる」「全
国的に広がればすごくいいと思う」といった意見の他、「Ｂｌｕｅｔｏ
ｏｔｈや Wｉ-Fｉはバッテリー消費が激しく、その点が解決されれば
有用性が高まると思う」との意見もあり、災害時の通信手段の
一つとして「スマホ deリレー」への関心の高さと、今後の研究
開発に対する期待が伺える結果となりました。
 （仙台放送　工藤 健太郎）

防災・減災謎ときイベントの様子

仙台放送ニュースアプリ搭載のメッセージング機能

防災・減災謎ときイベント会場

※スマホdeリレーは、東北大学ならびに構造計画研究所の登録商標です。
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後 記

毎年、各地で集中豪雨による災害が発生しています。ハザードマップ等、災害への備えも大切ですが、いざと
いう時に、使い慣れた情報端末が避難行動を支援する環境を整えることも重要であり、これまでの耐災害 ICT
研究成果がこのような環境整備に活用されるように、研究開発と社会実装に向けた取り組みを進めたいと思い
ます。

P-B10064
この印刷製品は、環境に配慮した
資材と工場で製造されています。
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　2011 年に発生した東日本大震災では
多くの通信設備が損壊し、被災地にお
いて通信することが困難となりました。
大規模災害時においては高精細映像に
よる情報伝送や安否確認のために通信
需要が急増しますが、普段使用してい
る地上通信網は基地局の損壊などに
よって使用することが困難となります。そ

のため、地上の状況に左右されずに安
定して通信環境を提供することが可能な
衛星通信への期待が高まっています。
しかしながら、従来の衛星システムでは
通信需要が急激に増大しても衛星打ち
上げ後に通信リソース割当の変更は不
可能であるため、安定した通信環境を
提供することができません。そのため、
次世代の衛星システムには通信需要の
変動に対して動的な通信リソース割当の
最適化を可能とする周波数フレキシビリ
ティ性が求められており、デジタルチャネ
ライザの開発が進んでいます。衛星シス
テムへの通信需要を満たすためにはフレ
キシビリティ化技術の有効性を正確に評
価し、有効なシステム構成や利用法を
決定する必要があります。しかし、現状
ではシステムを取り巻く状態変化に対応
したシステムの評価モデルは存在してい
ないため、状態変化を伴う中でのシステ
ムの定量評価は困難となっています。
　そこで、本研究開発では衛星システ
ムへの要求や環境が変化しても通信シ
ステムを定量評価可能なモデル構築を

行っています。図に本研究開発におけ
る衛星通信システムの周波数フレキシビ
リティ性評価モデルを示します。構築す
る評価モデルにおいては、デジタルチャ
ネライザのビーム当たりの最大帯域幅・
ポート数といった通信システムの物理構
成や通信方式・周波数割当アルゴリズ
ムといったアクセス制御等のシステム構
成を数理モデルとして表現します。また、
トラヒック要求や天候などの環境を状態と
して定義し、フレキシビリティ性の評価を
実行します。評価の際には、まず環境
を限定した上でトラヒック要求の変化を考
慮しフレキシビリティ性を評価し、次に環
境を変化させ評価を行います。
　以上の通り、本研究開発では、シス
テムを取り巻く状態変化に対応したシス
テム評価モデルを構築することによって、
複数のシステム構成に対してフレキシビリ
ティ性の優劣の判定を可能にします。こ
れにより、フレキシビリティ化技術を最も
有効に活用できるような通信システムの
物理構成やアクセス制御方式の決定を
目指しています。

図　衛星通信システムの周波数フレキシビリティ性評価モデル

ニーズに合わせて
通信容量や利用地域を
柔軟に変更可能な
ハイスループット衛星
通信システム技術の
研究開発

東北大学大学院情報科学研究科　特任助教

川 本 雄 一

東北大学電気通信研究機構長
（東北大学大学院情報科学研究科　教授）

加 藤 　 寧
東北大学電気通信研究機構　准教授
（東北大学大学院情報科学研究科）

西 山 大 樹

巻頭言

　震災から間もなく６年半。宮城県では、震災の１年後から、月
命日の11日に、震災からの復興状況をHPで公表しています（現
在は2ヶ月に1回程度）。これまで、全国から支援を受け、被災
市町や国と共に全力で取り組んだ結果、高台への集団移転事業
では97％が住宅建築可能となり、災害復興公営住宅は計画戸数
１万6000戸に対し１万4500戸余が完成、鉄道はBRTも含める
と100％復旧、仙台港の貨物取扱量や仙台空港の国内線乗降客
数は震災前の110％超、観光客入込数も100％に迫るなど、被災
地の生活インフラや産業の再生は着実に進んできました。
　一方で、今なお１万2800人余の方々が約6000戸の仮設住宅
で生活されており、また、大規模な嵩上げを行っている地区や離
半島部など、沿岸部の風景は様々で、地域によって復興の歩み
に差が生じています。
　引き続き、県では、ハード面での復興に合わせ、被災者の心の
ケアや地域コミュニティの再生、交流人口の拡大、被災事業者の
販路の回復など、復興の進展により生じる様 な々課題に対応し、
宮城県震災復興計画のゴールである2020年をめざして、全県一
丸となって取り組みを進めていきます。

　復興を進める中で、私が関っている３つの動きがあります。
　１つめは、震災復興電気通信東北大学OBOG 会。震災直
後に情報通信網が寸断された最中、情報通信事業者や総務省
は、土地勘のある東北大学の卒業生や宮城県出身者を全国か
ら集め、被災地に派遣しました。絶望的に破壊された故郷又は

第２の故郷を目前に、復旧
を進めるため、全社が一
丸となり組織の利害関係を
超越した協力により、昼夜
を分かたず働き、通信の早
期復旧に大きく貢献しまし
た。通れる道路の情報共
有、資機材・マンパワー・
燃料の融通など、日頃の
競争を忘れ、まさに同窓生
であればこそ、気軽に、大
きな協力関係を築くことがで
きたのだと思います。その
おひとりで地元通信事業者
のO氏が各社に声をかけ、

復旧の苦労話を共有する目的で情報交換会が始まりました。当
時、会の中では、お互いの苦労をねぎらい、前回協力の御礼と
次のお願いが取り交わされたりもしました。その会が今も引き継
がれています。今年６月には、東京に帰還したメンバーにより、
東京分会が開催され、当時を語り合い、改めて被災地への思
いを確認する場となりました。
　２つめは、被災地の支援を行うNPOの存在。震災直後から
被災地に入り、避難所の運営支援、泥かき・家の片付けから始
まり、仮設住宅の見守り、高齢者障害者のケア、子どもの学習
支援、地域コミュニティづくり支援、農林水産業の再生など、多
岐にわたり、きめ細やかに活動しています。震災直後と現在では、
活動領域が変遷していますが、地域に頼りにされ、なくてはなら
ない存在となっています。一方で、人材、資金難の課題もあり、
県としても、ソーシャルビジネス化やプロボノなどの支援を進めて
いるところです。
　もう１つは、復興の取組ではありませんが、企業の女性管理職
やダイバーシティ担当による異業種交流会（女子会）。1985 年に
男女雇用機会均等法が施行されましたが、現実には総合職一
期生の多くが職場を去り、女性管理職は依然少数派です。社
内にモデルが少ない中、お互いに学びあい助け合うため、今年
１月に会を立ち上げ、元気な女性たちが、ほぼ毎月集まっていま
す。みんなで被災地に足を運び、美味しい海の幸（地酒も）を
堪能し、社内の語り部になれればと思っています。

東北大学電気通信機構 × ３つの動き　
　　　　　＝ 被災地の復興、社会的課題の解決
　全国にいる東北大学の卒業生が、仙台・宮城を思い、震災か
らの復興を心から願っています。その思いと機構の技術がコラボし
て、宮城の復興を力強く後押ししていただけたらと。また、NPO
や女性のしなやかなパワーと機構の知性が結びつけば、何かわく
わくするような、新しい展開ができるのではないかと。
　そのような取組が広がっていけば、全国各地で起きている大災
害からの復旧復興に役立つ大きな力になり、震災の記憶の風化に
も抗っていけるのではないかと思っています。
　～仙台は、ふるさとになっていく～　小田和正さん作詞作曲の
東北大学校友会の一節、メロディを口ずさみながら、そんな妄想
を抱いている、今日この頃です。

＊復興の状況は、平成29年 8月11日現在。

写真：東北大学電気通信研究所本館

東日本大震災からの
復旧・復興を支える東北大学への期待
～卒業生、NPO、女性の力と東北大学電気通信機構によるコラボレーション～

宮城県環境生活部参事兼共同参画推進課長
（東北大学電気通信研究機構諮問委員会委員・法学部卒）

小 松 直 子
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　近年、人体を取り巻く複数のセンサーによる
ボディエリアネットワーク（BAN）の構築と共に
体の健康状態を計測・監視するウェアラブル
センサーの開発が進んでいます。我 は々人体
表面に貼り付ける人体センサーに搭載するア
ンテナや、人体内部に飲み込むカプセル型の
センサーに内蔵するアンテナの開発に取り組ん
でいます。貼り付け型ウェアラブルセンサーで
は、心音や脈波の計測データをリアルタイムで
サーバに送信するために、途切れのない無線

通信が必要となりますが、屋内通信ではマル
チパスによるフェージングが発生し、人体は立
位、臥位などの姿勢の変化により、伝搬環境
が時間的に大きく変化します。そのため、複
雑な電波環境に適応できる高機能なアンテナ
が望まれています。また、カプセル内蔵のアン
テナから放射された電磁波が人体の電波吸
収によって大幅に減衰してしまうことやアンテナ
が小型で放射効率が低いこと、および内蔵回
路駆動用バッテリーの電力容量が少ないこと

などの理由から、広帯域の画像情報の無線
伝送ができない現状があるため、人体のよう
な損失媒質中における小型で高効率なアンテ
ナの設計手法の確立が重要となっています。

１．貼り付け型アンテナ
　マルチパス環境における通信品質を向上
するために偏波ダイバーシティ技術と周波数
ホッピング技術が適用できる2 偏波・広帯域
のダイバーシティアンテナを開発しています。
また、人体貼り付け型センサーに搭載するた
め、アンテナの薄型化や人体による吸収電力
の低減も望まれます。そこで、高周波スイッ
チを用いて周期的に偏波を切り替える偏波切
替ダイバーシティアンテナを提案し、ランダム環
境における受信電力の平均を約 10dB 増加
させることに成功しています（図 1）。

２．飲み込み型アンテナ
　生体を介した電波の伝搬損失は組織の構
造、比誘電率、導電率の周波数特性に応
じて変化するため、人体の内部に取り込まれ
た飲み込み型カプセルアンテナと体外アンテナ
間との電波伝搬特性はかなり複雑になります。
そのため、アンテナの不整合損を除いた透過
伝送係数を導入し、広い周波数帯域にわた
る伝搬損失の周波数特性、およびアンテナ
構造に対する伝搬損失について検討を進め
ました。また、生体等価ファントムを用いて解
析と実験を相互に行い、ダイポールとループ
アンテナを用いた場合の伝搬損失の小さい周
波数帯域を明らかにし、飲み込み型アンテナ
の設計に重要な知見を与えました（図 2）。

東北大学大学院工学研究科通信工学専攻
教授

陳 　 強
研究室メンバー（平成 29 年 8 月現在）:
教　授　　陳　 強 博士（工学）
助　教　　佐藤 弘康 博士（工学）
助　教　　今野 佳祐 博士（工学）
秘　書　　伊藤 裕美子

研究室 Web ページ : 
http://www.chenq.ecei.tohoku.ac.jp/
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体から電波を発する
アンテナを考えよう
東北大学大学院工学研究科通信工学専攻
電磁波工学（陳）研究室

Project report
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図2　生体等価ファントムの数値解析モデルおよびカプセルアンテナの透過特性

図1　人体に貼り付ける偏波切替ダイバーシティアンテナおよび受信電力の累積確率

SPDT: Single Pole Double Throw
VCO: Voltage Controlled Oscillator
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02
　無人航空機の高性能化・低価格化
に伴い、農業、インフラ管理、宅配や
橋梁点検などの様 な々分野で無人航空
機システム（UAS：Unmanned Aircraft 
System）の利用が広がっています。UAS
は遠隔操縦により飛行する無人航空機や
地上の制御装置などによって構成される
システムであり、無人航空機が取得した
データをリアルタイムで地上の制御装置へ
伝送することが可能です。しかし、利用
可能な周波数資源は有限であるため、

同一または近傍の空域内で多数の UAS
が運用される環境では、通信需要を満た
すことができません。
　そこで、本研究開発では複数のUAS
が上空で撮影した映像を地上に伝送する
サービスを想定し、効率的に周波数資源
を共用するための資源配分技術の研究
開発を実施しています。受信電波強度を
推定する「電波伝搬特性のモデル化」、
伝送容量を削減する「トラヒック適応映像
処理技術」、効率的に通信資源を共用す
るための「資源割当制御アルゴリズム技
術」、高い汎用性を目指し社会普及を目的
とする「低消費電力かつ小型な通信機器
の設計」等の技術開発によって、目的とす
る通信システムの実現にあたっています。
　我 の々研究室では、これらの中でも「資
源割当制御アルゴリズム技術」の理論構
築と設計を担当しています。図に今回開
発するアルゴリズムの概要を示します。
UAS が効率的に周波数資源を利用する
ためには、電波環境や利用用途等に応じ
て各 UASに対する資源割当量を決定す
る必要があります。そこで、UASの位置

情報や優先度、さらにはモデル化された
電波伝搬特性に基づき、各 UASの資源
割当量および使用する変調方式を決定す
るアルゴリズムの開発を行っています。また、
実環境におけるUASの利用シナリオやト
ラヒックモデル等を考慮した性能評価を行
うことで、開発したアルゴリズムの有効性を
示します。さらに、資源割当制御アルゴリ
ズムによって発生する遅延時間に関する評
価を行うことで、アルゴリズムのリアルタイム
性について検証します。以上の通り、我々
は綿密な理論検討と多角的な数値解析を
行い、効率的な資源割当を実現させるア
ルゴリズムの開発を推進しています。
　本研究開発は平成 28 年度から3 か
年計画で実施しており、各要素技術の
研究開発や課題間の連携、フィールド実
証実験等を積極的に進め、UASにおけ
る効率的な周波数共用を可能とする資源
配分技術の確立を目指しています。本研
究開発は総務省委託研究開発「無人航
空機システムの周波数効率利用のため
の通信ネットワーク技術の研究開発」に
よるものです。

無人航空機システムの
周波数効率利用のための
通信ネットワーク技術の
研究開発

図　開発するアルゴリズムの概要
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　移動体通信システムでは広帯域の周波数
を確保するため、2020 年頃にはSHF 帯まで
の高い周波数への拡張と移行が見込まれて
います。一方で、2020 年前後には、SiC や
GaN 等の高速パワーデバイスとそれを用いた
インバータ機器やワイヤレス電力伝送システム

（WPT）等の新たな電波利用機器の普及に
より、外来ノイズの増加が懸念されています。
家庭や車内のように家電製品や電子機器等
が稠密に設置された環境では、スイッチングノ
イズが SHF 帯まで及ぶ恐れがあり、これが将
来の移動通信システムの安定な運用を阻害
する大きな脅威となり得るのは明らかです [1]。
　このように不要電波、利用帯域ともに広帯
域化する中で、とくに電波利用の集中する
700MHz から6GHzまでの周波数において、
通信品質の安定化や周波数利用効率の高
い移動体通信システムの構築に必要な電波
環境改善技術を総合的に確立することが急
務と思われます。
　このため東北大学、神戸大学、トーキン、
および昭和飛行機工業のグループは、総務
省電波資源拡大のための研究開発「不要電
波の広帯域化に対応した電波環境改善技術
の研究開発」（代表責任研究者：東北大学
　山口正洋）により、次の4テーマについて、
平成 27 ～ 30 年度の予定で研究開発を行っ
ています。
　ア　受信感度の低下防護のための広帯域
フィルタリング技術の開発　受信側微小電力
対応材料としてSr 系六方晶フェライト材料でノ
イズ抑制の中心周波数を基材固有の20GHz
から2.8GHz へ約 1 桁の広範囲で変化させる
ことに成功し、最終目標とする700MHz～
6GHzの広帯域対応に向けて確実にマイルス

トーンを達成しています。受信回路用インタポー
ザへの実装法を具体化させつつあります。
　イ　送信設備等の高調波雑音抑制のため
のフィルタリング技術の開発　低周波大電力
下における送信側対策用新磁性体として、ノ
イズ抑制シート（NSS）の材料特性を飛躍的に
改善する材料設計指針を見出し、エ項のテス
トベンチを構築するインバータ機器に試験実装
され、ノイズ抑制効果が実証されています。
　ウ　近傍磁界測定技術の開発　先駆的な
可搬型光磁界プローブがノイズ発生源の特
定に有用であることが実証されています。測
定周波数 6GHzを実現しています。
　エ　（１）模擬送信設備共通テストベンチの
開発　SiC および GaNスイッチング素子によ
る試作模擬送信設備（3kW 級 WPTを想
定）が CISPR11を満たすことを確認し、他
項の研究開発に供しました。本設備と電気自
動車との接続準備に入っています。（２）電波
環境評価システムの開発　無線通信性能評
価に充分な－177dBm/Hz の計測感度を実
現しました。これはCISPR11 等の技術基準
の定める基準値に比べて充分高感度です。

（３）不要電波のデータ化及び無線通信性能
の評価手法の開発　高速スイッチング素子を
用いたインバータ機器から発射される電磁妨
害波は、CISPR11 等で規定された許容値を
満足する一方で、インバータ機器と無線通信
機器が稠密に配置された電波環境において
は、無線通信性能を劣化させる場合がある
ことを明らかにできました。
　本研究開発は、強力な産学連携体制のも
とで、東北大学の強い磁性材料分野、スピン
トロニクスに横断立脚し、段階的に低ノイズの
パワーエレクトロニクス機器と無線機を開発す
ることにより、無線通信システムの性能向上を
分野融合的に目指すもので、指定国立大学
法人への期待に応えうる成果を挙げています。
今後の研究開発により、移動体無線局の受
信感度向上や周波数の有効利用を促進する
とともに、移動体通信システムの周波数逼迫
の解消に資することが期待されます。

東北大学大学院工学研究科
教授

山 口 正 洋
研究室メンバー（平成29年7月現在）:
教　授 山口 正洋 工学博士
助　教 サイ・ラナジット Ph. D

研究室Webページ：
http://www.itmag.ecei.tohoku.ac.jp/index-jp.html
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　本研究室では、超高真空を利用した清浄
雰囲気中での薄膜形成技術を用いて、金属
や化合物薄膜のナノ構造の制御とそれを利
用したデバイス形成に関する研究を行ってい
ます。国内外の企業や研究機関との共同研
究を中心に研究を進めており、ここでは、近
年特に力を入れている二つの研究課題につ
いてご紹介します。

1．新しい室温接合技術（原子拡散接合法、
ADB）の研究（図 1）
　原子拡散接合法は、半導体やセラミクス
の同種・異種のウエハを室温で接合する、
我々が提案した新しい技術です。接合する
二つのウエハ表面に薄い金属薄膜を形成し、
その薄膜を相互に接触させ、接触界面に原
子再配列現象（原子拡散）を室温で生じさ
せて接合します。接合技術の基礎研究と、
新しいデバイス形成に関する応用研究を展
開しています。

　この接合法には、薄膜形成と接合を同一
の超高真空中で行うプロセスと、薄膜を形成
した後に大気中に取り出してから接合する大
気中接合があります。超高真空中の接合で
は、サブナノメータの非常に薄い任意の金属
薄膜を用いて接合できるため、接合界面に
おける優れた光の透過性や非導電性を得る
ことができます。既にスマートフォン向けの新し
い電子デバイスの量産技術としても採用され、
最近は、新構造の深紫外高輝度 LED や異
種半導体の積層構造の形成等、新機能の
導出とそのデバイス応用に関する研究に力を
入れています。一方、大気中接合は接合膜
が Au 等に限定されますが、利便性が高い
ことから、新しい光通信用エタロンフィルター
を始めとする様 な々デバイス形成に利用され
始めています。近年は、ウエハだけでなく、
セラミクスや金属のバルク材やポリマー等の異
種材料を室温で接合し、新しい機能を持た
せる研究も行っています。

2．エネルギーアシスト用次世代磁気記録
媒体の研究（図 2）
　もう一つは、記録時にエネルギーアシストを
行うことで記録密度を向上させる次世代の超
高密度磁気ハードディスク記録媒体の研究で
あり、二つのテーマを実施しています。一つ
はマイクロ波アシスト記録媒体の研究であり、
反強磁性結合（AFC）させたCoPt 系グラ
ニュラ媒体を試作し、マイクロ波による記録性
能の向上や三次元記録のための基礎研究を
実施しています。二つ目は熱アシスト記録媒
体の研究であり、大きな磁気異方性 Kuと低
キュリー温度 Tcを合わせ持つ FePt 系三元
規則合金を用いたグラニュラ媒体の作成に関
する研究を行っています。

　有事に伝送チャンネル数を増加し、
大容量の情報を送ることができる光通信
システムの実現を目指した研究を進めて
います。光ファイバを伝搬する信号チャ
ンネル数を自由に変えことのできる伝送容
量可変な光デジタルコヒーレント通信シス
テムを実現するためには、高いスペクト
ル純度を有する多数の搬送波を発生可
能な小型多波長光源の実現が望まれま
す。このような光源を用いた光デジタル
コヒーレント通信システムの例を図 1に示
します [1]。普段は多波長光源のチャン
ネル数を少なくしておき、有事には全て
のチャンネルを使って情報を伝送すること
で情報伝送容量の切り替えが実現でき
ます。本光源を実現するために、小型
な狭線幅レーザ光源と平坦な光周波数
コム発生技術の研究を進めています。

１．小型狭線幅レーザ光源
　小型で狭スペクトル線幅な半導体
レーザ光源を実現する技術として、光
負帰還技術を導入した半導体レーザ光
源構成法を発案し、実現へ向けた研
究を進めています [2]。本光源は、単
一モード半導体レーザと低 Q 光フィルタ
で構成されます。レーザ出力光の周波
数雑音を光フィルタの周波数弁別機能
で強度変動に変換し、その変換光を
レーザへ帰還して周波数雑音が減少
するように周波数変調を施すことで狭
線幅半導体レーザを実現しています。
原理検証実験を通して、10MHz 程度
の単一モード半導体レーザの線幅を
3kHzまで低減することに成功していま
す（図 2（a））。

２．平坦光周波数コム発生
　レーザ光を正弦波信号で周波数変
調すると複数の側帯波を発生できます。
その側帯波の周波数間隔は電気信号
の精度と同じ精度を有します。この特
徴を利用して、レーザ光をマッハツェン
ダ変調器を用いて変調することで、多
数の側帯波（光周波数コム）発生を実
現しています。しかし、マッハツェンダ

変調器を正弦波 RF 信号で変調する
だけでは平坦な光周波数コムを発生す
ることはできません。変調器へ印加する
正弦波 RF 信号に加えて、その 2 次
高調波を同時に印加することで側帯波
強度を制御して平坦な光周波数コムが
発生可能であることを明らかにし、強度
変動が 0.5dB 以下の 10 チャンネル以
上の光周波数コム発生に成功していま
す（図 2（b））[3]。

東北大学 学際科学フロンティア研究所
教授

島 津 武 仁
研究室メンバー（平成 29 年 8 月現在）:
教　授　　島津 武仁　博士（工学）
共同研究員　　市川 将嗣
共同研究員　　野口 真弘
派遣研究員　　畑山 正寿
派遣研究員　　津村 郁
技術補佐員　　魚本 幸
事務補佐員　　古村 久美子
研究室 Web ページ : 
http://www.fris.tohoku.ac.jp/̃shimatsu/
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図1　新しい室温接合技術（原子拡散接合法、ADB） 図2　エネルギーアシスト用次世代磁気記録媒体
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「スマホｄｅリレー®」のフィールド実証実験を産学連携で実施

What’sNEW

「スマホdeリレー®」の
フィールド実証実験を
産学連携で実施
　東北大学電気通信研究機構の加藤・西山研究室と、仙台
放送、ＮＴＴドコモ、構造計画研究所は共同で、統合型アドホッ
ク通信技術である「スマホ deリレー」を利用したメッセージン
グ機能のサービス性や実用性評価のためのフィールド実証実
験を、平成２９年６月１２日仙台市市民防災の日から７月３１日ま
で 実 施しました。スマホ deリレーの 詳 細は、YouTube

（https://youtu.be/sEWXYXwa4Og）を御覧ください。実
証実験に向け、スマホ deリレーを仙台放送ニュースアプリに
試験的に組み込み、メッセージング機能として「友人とのメッ
セージ送受信」「複数ユーザーによるグループメッセージ」及び

「Ｇｏｏｇｌｅパーソンファインダーを利用した安否情報の登録と
確認」を開発しました。
　実証実験では、仙台放送ニュースアプリをスマホにダウン
ロードし、上記のメッセージング機能をユーザーに体験してもら
い、アンケートによる評価を行いました。また、より多くの人に
体験して貰うため、仙台市内のクリスロード商店街で、仙台放
送の情報バラエティ番組「仙臺いろは増刊号」とコラボレーショ
ンした防災・減災の謎解きイベントも開催しました。謎解きイベ

ントでは、商店街各所に散りばめられた謎を解いて出てきた答
えを、メッセージング機能を利用してスマホからイベント端末に
送信し、正しい答えを送信することで、イベント端末から次の謎
を解くためのキーワードがスマホに送信される仕組みとなってい
ます。防災・減災に関連した答えやキーワードを使用することで、
参加者の防災・減災に対する意識向上も図りました。
　今回の実証実験には、イベント参加、自宅での機能利用を含
め、約４００人が参加し、そのうち、約１７０人からアンケートの
回答を頂きました。アンケートでは、イベント参加者の７５％から

「防災・減災の意識が高まった」との回答を得ました。また、８８％
が「既存の通信回線が利用できない状況でもメッセージを送る
ことができるスマホ deリレーは必要」と回答されました。参加
者からは「タイムラグがあっても通信回線が使えない状況で連
絡が取り合えるのはありがたいし、それだけで安心できる」「全
国的に広がればすごくいいと思う」といった意見の他、「Ｂｌｕｅｔｏ
ｏｔｈや Wｉ-Fｉはバッテリー消費が激しく、その点が解決されれば
有用性が高まると思う」との意見もあり、災害時の通信手段の
一つとして「スマホ deリレー」への関心の高さと、今後の研究
開発に対する期待が伺える結果となりました。
 （仙台放送　工藤 健太郎）

防災・減災謎ときイベントの様子

仙台放送ニュースアプリ搭載のメッセージング機能

防災・減災謎ときイベント会場

※スマホdeリレーは、東北大学ならびに構造計画研究所の登録商標です。
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毎年、各地で集中豪雨による災害が発生しています。ハザードマップ等、災害への備えも大切ですが、いざと
いう時に、使い慣れた情報端末が避難行動を支援する環境を整えることも重要であり、これまでの耐災害 ICT
研究成果がこのような環境整備に活用されるように、研究開発と社会実装に向けた取り組みを進めたいと思い
ます。

P-B10064
この印刷製品は、環境に配慮した
資材と工場で製造されています。


